
地方公営企業関係給与の適正化

現状 内　　　　　　容 １７ １８ １９ ２０ ２１

①給料表の移行 国準拠 国に準拠し、旧給料表を使用
平成18年4月　国が移行するのにあわせて、国
に準拠した新給料表に改正予定

検
討

実
施

継
続

継
続

継
続

②給料表の継ぎ足し状況 国準拠 国に準拠し、継ぎ足しなし

新給料表の４～６級において、枠外に出る職員
が全職員の１割を超えるため、当該級のみ、平
成18年4月から導入する新給料表に３号給継ぎ
足しを行う予定

検
討

実
施

継
続

継
続

継
続

③昇給時期 国準拠
国に準拠し、年４回 （４月１日、７月１日、
１０月１日、１月１日）設定

国に準拠し、平成18年4月から１月１日のみとす
る予定

検
討

実
施

継
続

継
続

継
続

④昇給抑制の取扱い 国準拠 抑制措置なし

国は平成18年4月から地域手当を新設し、その
財源として1号抑制して昇給させる予定である
が、本町においては地域手当は新設しないの
で抑制はしない。

検
討

実
施

継
続

継
続

継
続

⑤査定昇給の導入状況 未実施 制度なし
平成18年度から勤務評定制度の試行を行い、
分析・検討し、平成20年度から実施する予定

検
討

試
行

試
行

実
施

継
続

2 未実施
国は55歳昇給停止であるが、５６歳昇給
延伸、５８歳昇給停止

平成18年4月　国に準拠し、55歳から昇給を抑
制するよう改正予定

検
討

実
施

継
続

継
続

継
続

3 国準拠 国に準拠して運用 － － － － － －
4 － 制度・運用なし － － － － － －

5 国準拠
国に準拠して運用
（支給率も国に準拠）

平成18年4月　国が移行するのにあわせて、国
に準拠した退職手当制度に改正予定

検
討

実
施

継
続

継
続

継
続

6
独自の
手当有

　　現場従事手当 平成18年度中に廃止に向けて検討していく。 －
検
討

実
施

継
続

継
続

7 国準拠
通勤手当について、平成１６年４月より国
準拠

－ － － － － －

8 － 比較していない
技能労務職の職員はいないため、比較してい
かない

－ － － － －

9 独自 行政職と同じ給料表を使用
技能労務職の職員はいないため、見直しの予
定はない

－ － － － －

10 無 無

上
水
道

1

項　　　　目
これまでの状況

今後の取組方針

職員の給与については、これまでも退職時特別昇給の廃止、特殊勤務手当の見直しを実施し、給与の適正化に努めるととともに、総人件費の抑制を図ってきたところで
す。さらに社会経済情勢や民間事業の従事者の給与その他の事情を考慮するために、基本的に国家公務員に準拠し、例年、人事院勧告に従った対応に努めていると
ころですが、職員の給与については、町民の理解と支持が得られる給与制度･運用･水準の適正化が求められていることから、国における給与制度改革を見据え、新た
な給与制度を構築していきます。

技能労務職の給料表

年度目標

新
し
い
給
与
制
度
へ
の
対
応

その他

昇給運用の見直し
級別職務分類表に適合しない級への
新しい退職手当制度への対応
（退職手当の支給率の見直しを含む。）

技能労務職の給与制度（国及び民間
の同種職種との比較の実施）

その他の手当の見直し

特殊勤務手当の見直し

高齢層職員の昇給のあり方

基
本
的
な
考
え
方



現状 内　　　　　　容 １７ １８ １９ ２０ ２１

①給料表の移行 国準拠 国に準拠し、旧給料表を使用
平成18年4月　国が移行するのにあわせて、国
に準拠した新給料表に改正予定

検
討

実
施

継
続

継
続

継
続

②給料表の継ぎ足し状況 国準拠 国に準拠し、継ぎ足しなし

新給料表の４～６級において、枠外に出る職員
が全職員の１割を超えるため、当該級のみ、平
成18年4月から導入する新給料表に３号給継ぎ
足しを行う予定

検
討

実
施

継
続

継
続

継
続

③昇給時期 国準拠
国に準拠し、年４回 （４月１日、７月１日、
１０月１日、１月１日）設定

国に準拠し、平成18年4月から１月１日のみとす
る予定

検
討

実
施

継
続

継
続

継
続

④昇給抑制の取扱い 国準拠 抑制措置なし

国は平成18年4月から地域手当を新設し、その
財源として1号抑制して昇給させる予定である
が、本町においては地域手当は新設しないの
で抑制はしない。

検
討

実
施

継
続

継
続

継
続

⑤査定昇給の導入状況 未実施 制度なし
平成18年度から勤務評定制度の試行を行い、
分析・検討し、平成20年度から実施する予定

検
討

試
行

試
行

実
施

継
続

2 未実施
国は55歳昇給停止であるが、５６歳昇給
延伸、５８歳昇給停止

平成18年4月　国に準拠し、55歳から昇給を抑
制するよう改正予定

検
討

実
施

継
続

継
続

継
続

3 国準拠 国に準拠して運用 － － － － － －
4 － 制度・運用なし － － － － － －

5 国準拠
国に準拠して運用
（支給率も国に準拠）

平成18年4月　国が移行するのにあわせて、国
に準拠した退職手当制度に改正予定

検
討

実
施

継
続

継
続

継
続

6 国準拠 国に準拠して運用 － － － － － －

7 国準拠
通勤手当について、平成１６年４月より国
準拠

－ － － － － －

8 － 比較していない
技能労務職の職員はいないため、比較してい
かない

－ － － － －

9 独自 行政職と同じ給料表を使用
技能労務職の職員はいないため、見直しの予
定はない

－ － － － －

10 無 無
基
本
的
な
考
え
方

これまでの状況
今後の取組方針項　　　　目

年度目標

病
院

1

新
し
い
給
与
制
度
へ
の
対
応

高齢層職員の昇給のあり方

昇給運用の見直し
級別職務分類表に適合しない級への
新しい退職手当制度への対応
（退職手当の支給率の見直しを含む。）

特殊勤務手当の見直し

その他の手当の見直し

技能労務職の給与制度（国及び民間
の同種職種との比較の実施）

技能労務職の給料表

その他

職員の給与については、これまでも退職時特別昇給の廃止、特殊勤務手当の見直しを実施し、給与の適正化に努めるととともに、総人件費の抑制を図ってきたところで
す。さらに社会経済情勢や民間事業の従事者の給与その他の事情を考慮するために、基本的に国家公務員に準拠し、例年、人事院勧告に従った対応に努めていると
ころですが、職員の給与については、町民の理解と支持が得られる給与制度･運用･水準の適正化が求められていることから、国における給与制度改革を見据え、新た
な給与制度を構築していきます。



現状 内　　　　　　容 １７ １８ １９ ２０ ２１

①給料表の移行 国準拠 国に準拠し、旧給料表を使用
平成18年4月　国が移行するのにあわせて、国
に準拠した新給料表に改正予定

検
討

実
施

継
続

継
続

継
続

②給料表の継ぎ足し状況 国準拠 国に準拠し、継ぎ足しなし

新給料表の４～６級において、枠外に出る職員
が全職員の１割を超えるため、当該級のみ、平
成18年4月から導入する新給料表に３号給継ぎ
足しを行う予定

検
討

実
施

継
続

継
続

継
続

③昇給時期 国準拠
国に準拠し、年４回 （４月１日、７月１日、
１０月１日、１月１日）設定

国に準拠し、平成18年4月から１月１日のみとす
る予定

検
討

実
施

継
続

継
続

継
続

④昇給抑制の取扱い 国準拠 抑制措置なし

国は平成18年4月から地域手当を新設し、その
財源として1号抑制して昇給させる予定である
が、本町においては地域手当は新設しないの
で抑制はしない。

検
討

実
施

継
続

継
続

継
続

⑤査定昇給の導入状況 未実施 制度なし
平成18年度から勤務評定制度の試行を行い、
分析・検討し、平成20年度から実施する予定

検
討

試
行

試
行

実
施

継
続

2 未実施
国は55歳昇給停止であるが、５６歳昇給
延伸、５８歳昇給停止

平成18年4月　国に準拠し、55歳から昇給を抑
制するよう改正予定

検
討

実
施

継
続

継
続

継
続

3 国準拠 国に準拠して運用 － － － － － －
4 － 制度・運用なし － － － － － －

5 国準拠
国に準拠して運用
（支給率も国に準拠）

平成18年4月　国が移行するのにあわせて、国
に準拠した退職手当制度に改正予定

検
討

実
施

継
続

継
続

継
続

6 国準拠 国に準拠して運用 － － － － － －

7 国準拠
通勤手当について、平成１６年４月より国
準拠

－ － － － － －

8 － 比較していない
技能労務職の職員はいないため、比較してい
かない

－ － － － －

9 独自 行政職と同じ給料表を使用
技能労務職の職員はいないため、見直しの予
定はない

－ － － － －

10 無 無
基
本
的
な
考
え
方

職員の給与については、これまでも退職時特別昇給の廃止、特殊勤務手当の見直しを実施し、給与の適正化に努めるととともに、総人件費の抑制を図ってきたところで
す。さらに社会経済情勢や民間事業の従事者の給与その他の事情を考慮するために、基本的に国家公務員に準拠し、例年、人事院勧告に従った対応に努めていると
ころですが、職員の給与については、町民の理解と支持が得られる給与制度･運用･水準の適正化が求められていることから、国における給与制度改革を見据え、新た
な給与制度を構築していきます。

下
水
道

1

新
し
い
給
与
制
度
へ
の
対
応

高齢層職員の昇給のあり方

昇給運用の見直し
級別職務分類表に適合しない級への
新しい退職手当制度への対応
（退職手当の支給率の見直しを含む。）

特殊勤務手当の見直し

技能労務職の給与制度（国及び民間
の同種職種との比較の実施）

技能労務職の給料表

その他

今後の取組方針
これまでの状況

項　　　　目
年度目標

その他の手当の見直し



現状 内　　　　　　容 １７ １８ １９ ２０ ２１

①給料表の移行 国準拠 国に準拠し、旧給料表を使用
平成18年4月　国が移行するのにあわせて、国
に準拠した新給料表に改正予定

検
討

実
施

継
続

継
続

継
続

②給料表の継ぎ足し状況 国準拠 国に準拠し、継ぎ足しなし

新給料表の４～６級において、枠外に出る職員
が全職員の１割を超えるため、当該級のみ、平
成18年4月から導入する新給料表に３号給継ぎ
足しを行う予定

検
討

実
施

継
続

継
続

継
続

③昇給時期 国準拠
国に準拠し、年４回 （４月１日、７月１日、
１０月１日、１月１日）設定

国に準拠し、平成18年4月から１月１日のみとす
る予定

検
討

実
施

継
続

継
続

継
続

④昇給抑制の取扱い 国準拠 抑制措置なし

国は平成18年4月から地域手当を新設し、その
財源として1号抑制して昇給させる予定である
が、本町においては地域手当は新設しないの
で抑制はしない。

検
討

実
施

継
続

継
続

継
続

⑤査定昇給の導入状況 未実施 制度なし
平成18年度から勤務評定制度の試行を行い、
分析・検討し、平成20年度から実施する予定

検
討

試
行

試
行

実
施

継
続

2 未実施
国は55歳昇給停止であるが、５６歳昇給
延伸、５８歳昇給停止

平成18年4月　国に準拠し、55歳から昇給を抑
制するよう改正予定

検
討

実
施

継
続

継
続

継
続

3 国準拠 国に準拠して運用 － － － － － －
4 － 制度・運用なし － － － － － －

5 国準拠
国に準拠して運用
（支給率も国に準拠）

平成18年4月　国が移行するのにあわせて、国
に準拠した退職手当制度に改正予定

検
討

実
施

継
続

継
続

継
続

6
独自の
手当有

現場従事手当 平成18年度中に廃止に向けて検討する。 －
検
討

実
施

継
続

継
続

7 国準拠
通勤手当について、平成１６年４月より国
準拠

－ － － － － －

8 － 比較していない
技能労務職の職員はいないため、比較してい
かない

－ － － － －

9 独自 行政職と同じ給料表を使用
技能労務職の職員はいないため、見直しの予
定はない

－ － － － －

10 無 無

新しい退職手当制度への対応
（退職手当の支給率の見直しを含む。）

特殊勤務手当の見直し

その他の手当の見直し

その他
基
本
的
な
考
え
方

職員の給与については、これまでも退職時特別昇給の廃止、特殊勤務手当の見直しを実施し、給与の適正化に努めるととともに、総人件費の抑制を図ってきたところで
す。さらに社会経済情勢や民間事業の従事者の給与その他の事情を考慮するために、基本的に国家公務員に準拠し、例年、人事院勧告に従った対応に努めていると
ころですが、職員の給与については、町民の理解と支持が得られる給与制度･運用･水準の適正化が求められていることから、国における給与制度改革を見据え、新た
な給与制度を構築していきます。

簡
易
水
道

1

新
し
い
給
与
制
度
へ
の
対
応

高齢層職員の昇給のあり方

昇給運用の見直し
級別職務分類表に適合しない級への

技能労務職の給与制度（国及び民間
の同種職種との比較の実施）

技能労務職の給料表

項　　　　目
これまでの状況

今後の取組方針
年度目標



現状 内　　　　　　容 １７ １８ １９ ２０ ２１

①給料表の移行 国準拠 国に準拠し、旧給料表を使用
平成18年4月　国が移行するのにあわせて、国
に準拠した新給料表に改正予定

検
討

実
施

継
続

継
続

継
続

②給料表の継ぎ足し状況 国準拠 国に準拠し、継ぎ足しなし

新給料表の４～６級において、枠外に出る職員
が全職員の１割を超えるため、当該級のみ、平
成18年4月から導入する新給料表に３号給継ぎ
足しを行う予定

検
討

実
施

継
続

継
続

継
続

③昇給時期 国準拠
国に準拠し、年４回（４月１日、７月１日、
１０月１日、１月１日）設定

国に準拠し、平成18年4月から１月１日のみとす
る予定

検
討

実
施

継
続

継
続

継
続

④昇給抑制の取扱い 国準拠 抑制措置なし

国は平成18年4月から地域手当を新設し、その
財源として1号抑制して昇給させる予定である
が、本町においては地域手当は新設しないの
で抑制はしない。

検
討

実
施

継
続

継
続

継
続

⑤査定昇給の導入状況 未実施 制度なし
平成18年度から勤務評定制度の試行を行い、
分析・検討し、平成20年度から実施する予定

検
討

試
行

試
行

実
施

継
続

2 未実施
国は55歳昇給停止であるが、５６歳昇給
延伸、５８歳昇給停止

平成18年4月　国に準拠し、55歳から昇給を抑
制するよう改正予定

検
討

実
施

継
続

継
続

継
続

3 国準拠 国に準拠して運用 － － － － － －
4 － 制度・運用なし － － － － － －

5 国準拠
国に準拠して運用
（支給率も国に準拠）

平成18年4月　国が移行するのにあわせて、国
に準拠した退職手当制度に改正予定

検
討

実
施

継
続

継
続

継
続

6 国準拠 国に準拠して運用 － － － － － －

7 国準拠
通勤手当について、平成１６年４月より国
準拠

－ － － － － －

8 － 比較していない
技能労務職の職員はいないため、比較してい
かない

－ － － － －

9 独自 行政職と同じ給料表を使用
技能労務職の職員はいないため、見直しの予
定はない

－ － － － －

10 無 無

今後の取組方針
年度目標

項　　　　目
これまでの状況

介
護
サ
｜
ビ
ス

1

新
し
い
給
与
制
度
へ
の
対
応

高齢層職員の昇給のあり方

昇給運用の見直し
級別職務分類表に適合しない級への
新しい退職手当制度への対応
（退職手当の支給率の見直しを含む。）

特殊勤務手当の見直し

その他の手当の見直し

技能労務職の給与制度（国及び民間
の同種職種との比較の実施）

技能労務職の給料表

その他
基
本
的
な
考
え
方

職員の給与については、これまでも退職時特別昇給の廃止、特殊勤務手当の見直しを実施し、給与の適正化に努めるととともに、総人件費の抑制を図ってきたところで
す。さらに社会経済情勢や民間事業の従事者の給与その他の事情を考慮するために、基本的に国家公務員に準拠し、例年、人事院勧告に従った対応に努めていると
ころですが、職員の給与については、町民の理解と支持が得られる給与制度･運用･水準の適正化が求められていることから、国における給与制度改革を見据え、新た
な給与制度を構築していきます。


